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新潟県内における令和３年の労働災害発生状況を公表します 

～死傷者数は平成12年以降で最多～ 

 

 新潟労働局（局長 𠮷野彰一）では、新潟県内における令和３年の労働災害の発生状況を取りま

とめましたので公表します。 

 

令和３年１月から12月までの労働災害による死亡者数（以下「死亡者数」という。）は18 人（前

年比3 人・20.0％増））と昨年の減少から増加に転じました。休業４日以上の死傷者数（以下「死傷

者数」という。）は3,204 人（前年比682 人・27.0％増）と２年連続で増加し、平成12 年以降で

最多となりました。 

なお、新型コロナウイルス感染症のり患による死傷者数は364 人（前年比333人、1,074.2％増）

と前年に比べ大幅に増加しました。 

 

労働災害を減少させるために重点的に取り組む事項を定めた中期計画である「第13 次労働災害

防止推進計画」（以下「13 次防」という。）（平成30年度～令和４年度）では、平成29 年比で「死

亡者数を15％以上」、「死傷者数を５％以上」減少させることを目標にしています。 

死亡者数については、平成30年以降、目標数（６人以下）の２倍以上の状況が続いており、また、

死傷者数についても平成29 年と比較すると社会福祉施設、建設業、小売業、道路貨物運送業、製

造業、飲食店の順で増加しています。 

 

13 次防の最終年度となる令和４年度は、職場における新型コロナウイルス感染症の拡大防止の

徹底を図りつつ、製造業における施設、設備、機械等に起因する災害、建設現場等における足場等

の高所からの墜落・転落災害、陸上貨物運送事業において多発している荷役作業中の災害の防止対

策の徹底、小売業及び社会福祉施設などの第三次産業で多発している転倒や腰痛による労働災害防

止を図るための意識啓発を通じた自主的な安全衛生活動の普及・定着、高年齢労働者に配慮した職

場環境の改善等を重点に取り組んでいきます。 

（概要は次ページに掲載） 

 

令和４年７月１日 
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【令和３年労働災害発生状況の概要】 

 

１ 死亡者数 

〇 死亡者数は18人と、平成30年以降15人以上で推移している。 

〇 事故の型別では、「墜落・転落」が６人（３人・100.0％増）、「はさまれ・巻き込まれ」が

４人（２人・100.0％増）となっているほか、「おぼれ」、「交通事故（道路）」及び「その他」

が各２人、「感電」及び「火災」が各１人となった。 

〇 年齢別では、60歳以上の高年齢労働者が10人となり、全体の約６割を占めている。 

 

２ 死傷者数 

〇 死傷者数は3,204人となり、２年連続で増加となった。 

〇 事故の型別では、「転倒」852人（前年比231人・37.2％増）、墜落・転落」474人（前年比

43人・10.0％増）、「その他（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症）」364人（333人・1,074.2％増）、「はさま

れ・巻き込まれ」358人（2人・0.6％増）、腰痛等の「動作の反動・無理な動作」347人（28

人8.8％増）、「切れ・こすれ」208人（1人・0.5％増）などとなっている。なお、転倒災害が

大きく増加した要因は、令和３年１・２月の大雪の影響（１・２月の転倒災害：令和２年125

人、令和３年343人）によるものとなっている。 

〇 年齢別では、50歳～59歳（前年比202人・33.3％増）と60歳以上（136人・20.7％増）

がそれぞれ全死傷者数の約４分の１を占めている。 

 

 

【別 添】－令和３年 労働災害発生状況－ 



 

（人） 
（図１）死亡災害の推移 

（表１）業種別死亡災害発生状況 

―令和３年 労働災害発生状況― 

１ 死亡災害について 

(1) 令和３年（令和３年１月から 12 月まで）の労働災害での死亡者数は 18 人で、前年と比較

して３人増加しました（図１）。 

 

 

(2) 業種別にみると、その他の業種(第三次産業)が７人(38.9%)と最も多く、次いで、製造業が

５人、鉱業、建設業が各２人、道路貨物運送業、農林業で各１人となっています（表１）。 

 

 

  
製
造
業 

建
設
業 

道
路
貨
物
運
送
業 

農
林
業 

鉱
業 

（第
三
次
産
業
） 

そ
の
他
の
業
種 

計 

令和３年 ５ ２ １ １ ２ ７ １８ 

令和２年 ０ ７ ３ ０ ０ ５ １５ 

20

30

14
13

22

8

16

19

15

18

0

5

10

15

20

25

30

24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 ３年

全産業



 
 

（図２）事故型別死亡災害発生の割合 

（表２）事故型別死亡災害発生状況 

(3)  事故の型別にみると、「墜落・転落」で６人、「はさまれ・巻込まれ」で４人、「交通事故(道

路)」及び「おぼれ」でそれぞれ２人、「感電」、「火災」、「その他（ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症）」及び

「その他」がそれぞれ１人となっています（表２、図２）。 

 

事故の型別 令和３年 令和２年 前年比（人） 

墜落・転落 ６ ３ ＋３ 

はさまれ・巻き込まれ ４ ２ ＋２ 

交通事故(道路) ２ ３ －１ 

おぼれ ２ １ ＋１ 

感電 １ ０ ＋１ 

火災 １ ０ ＋１ 

その他（ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症） １ ０ ＋１ 

その他（ｺﾛﾅ感染症を除く） １ １ ±０ 

崩壊・倒壊 ０ １ －１ 

飛来・落下 ０ ２ －２ 

有害物等との接触 ０ ２ －２ 

合 計 １８ １５ ＋３ 
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（表３）年齢別死亡災害発生状況 

（図３）年齢別死亡災害発生の割合 

(4) 年齢別にみると、60 歳以上が 10 人、40 歳～49 歳が５人、30 歳～39 歳が２人、50 歳～

59 歳が１人となっています（表３、図３）。 

 

 

年齢別 令和３年 令和２年 前年比（人） 

～19 歳 ０ ０ ±０ 

20 歳～29 歳 ０ ０ ±０ 

30 歳～39 歳 ２ ２ ±０ 

40 歳～49 歳 ５ ２ ＋３ 

50 歳～59 歳 １ ４ －３ 

60 歳～ １０ ７ ＋３ 

合 計 １８ １５ ＋３ 
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２ 令和３年における休業４日以上の死傷災害発生状況 

（1） 令和３年（令和３年１月から 12 月まで）の労働災害による休業４日以上の死傷者数は

3,204 人で、前年と比較して 682 人(27.0%）の増加となりました（図４）。 

（2） 業種別にみると、その他の事業（第三次産業）が 1,465 人（45.7%）と最も多くを占め、次

いで、製造業が 810 人（25.3%）、建設業が 480 人（15.0%)、道路貨物運送業が 320 人

（10.0%）となっています（図４）。  
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（表４）主な事故型別死傷災害発生状況 

（図５）事故型別死傷災害発生の割合 

（3） 事故の型別にみると、「転倒」の 852 人が最も多く全体の 26.6%を占めています。次いで

「墜落・転落」が 474 人（14.8%）、「その他（ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症）」が 364 人（11.7%）、「はさ

まれ・巻き込まれ」が 358 人（11.2％）、「動作の反動・無理な動作」が 347 人（10.8％）と

なっています（表４、図５）。 

 

 令和３年 令和２年 前年比（人） 

全産業 ３,２０４ ２,５２２ ＋６８２ 

 
事 故 の 型 別 令和３年 令和２年 前年比（人） 

転倒 ８５２ ６２１ ＋２３１ 

墜落・転落 ４７４ ４３１ ＋４３ 

その他（ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症） ３６４ ３１ ＋３３３ 

はさまれ・巻き込まれ ３５８ ３５６ ＋２ 

動作の反動・無理な動作 ３４７ ３１９ ＋２８ 

切れ・こすれ ２０８ ２０７ ＋１ 

飛来・落下 １３９ １３６ ＋３ 

激突 １１５ １１０ ＋５ 

その他（ｺﾛﾅ感染症を除く） ３４７ ３１１ ＋３６９ 
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（表５）年齢別死傷災害発生状況 

（図６）年齢別死傷災害発生の割合 

(4) 年齢別にみると、50 歳～59 歳が 809 人（前年 607 人）と最も多く、死傷者全体の 25.2%

を占めています。（表５、図６）。 

 

 

年齢別 令和３年 令和２年 前年比（人） 

～19 歳 ４９ ３６ ＋１３ 

20 歳～29 歳 ４２４ ３１３ ＋１１１ 

30 歳～39 歳 ４５５ ３７６ ＋７９ 

40 歳～49 歳 ６７４ ５３３ ＋１４１ 

50 歳～59 歳 ８０９ ６０７ ＋２０２ 

60 歳～ ７９３ ６５７ ＋１３６ 

合 計 ３,２０４ ２,５２２ ＋６８２ 
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